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1. はじめに  

財団法人 無人宇宙実験システム研究開発機構で

は経済産業省および同省関連団体からの委託を受けて

宇宙太陽発電システムに関連する調査研究を行ってき

た。これらの調査研究プロジェクトの概要と活動の状

況について紹介する。（図１参照）  

2. 概要  
2.1. 平成 12 年度 -平成 14 年度 (SSPS 全般調査お

よび実用化技術調査） 
平成 12 年度は SSPS 全般に関する調査 [1]を実施し、

平成 13、14 年度は実用化技術調査（「宇宙太陽発電シ

ステム実用化技術調査研究」 [2]（経済産業省より受

託））として経済、環境及び技術面から SSPS の実用化

に向けての検討を行うとともに、要素技術についての

試作の実施、実証実験システム及び実用段階での SSPS

の具体案についての検討を行った。 [3][4] 

 
主な成果は、開発ロードマップの作成（図２参照）、

実用型 SSPS の提案、実証実験衛星の検討 [5]、経済性

評価、CO2 排出評価などである。  

 
「宇宙太陽発電システム (SSPS)実用化技術検討委員
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      図 1 USEF の活動状況  
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 図 4 ベースライン型および派生型  

副理事長／研究所長］）および「宇宙太陽発電システム

(SSPS)専門委員会」（佐々木進委員長［航空宇宙研究開

発機構（ JAXA）宇宙科学研究本部教授］）を設置して

検討を行った。  

 

2.2. 平成 15 年度（SSPS 構造システム検討等） 
平成 15 年度は「SSPS 構造システム検討委員会」（樋

口健委員長： JAXA 宇宙科学研究本部助教授）を結成

し、構造システム、SSPS システムの姿勢安定、軌道上

建設、軌道上運用等を検討した。 [6][7][8] 

他に、発送電部（発送電一体型パネル）に関する要

素試作を実施した。 [9] （マイクロ波委員会 川崎委

員長 [京都大学客員教授 ]）  

 

2.3. 平成 16 年度 -18 年度（太陽光発電利用促進技

術調査等） 
平成 16 年度 -平成 18 年度は「太陽光発電利用促進技

術調査」[10][11]を実施中である。調査では、太陽光発

電を新エネルギーの有力な候補としてとらえ、それを

有効活用するための無線送受電技術の検討を行い、発

展的応用分野として宇宙太陽光発電を位置づけている。

技術検討は発送電委員会（賀谷委員長 [神戸大学教授 ]）

の指導の下に実施し平成 17 年度は電磁環境調査とし

て、レクテナからの電磁波の計測を行った。経済面社

会面の検討は利用推進小委員会（工藤勲委員長 [北海道

大学名誉教授 ]）によるレビューを受けている。アセス

メントに関しては、宇宙航空研究機構（ JAXA）と合同

の委員会（USEF：アセスメント委員会（佐々木進委員

長［ JAXA 宇宙科学研究本部教授］）、JAXA：ワーキン

ググループ 14）により進めている。  

平成 14 年度 -15 年度での要素試作品の組み合わせ総

合動作試験を平成 16 年度に実施した。[12] （マイク

ロ波委員会 川崎委員長 [京都大学客員教授 ]）平成 17

年度には、作業用ロボットへのマイクロ波送電および

通信技術の開発に関するフィージビリティスタディを

実施し、その中で作業用ロボット用レクテナの試作を

行った。（マイクロ波委員会 篠原委員長 [京都大学助

教授 ]） [13] 
 

3. SSPS システム検討結果  
3.1. 実用型 SSPS モデル 

 専門委員会では従来の実用型 SSPS の概念にとら

われず、新しい発想での実用 SSPS の概念を生み出す

ことを試み、巨大な平面状の発送電一体型パネルとこ

の上方の遠く離れたバス部とを複数のテザーによって

結合した単純な構造で、現実的な技術的可能性をもっ

た実用型システムについて検討を行った。この発送電

一体型パネルは上面が太陽電池セル、下面がフェーズ

ドアレイアンテナと

太陽電池セルから構

成されているもので、

イラストを図 3 に示

す。 [4][14] 

このシステムの特

徴は、テザーシステ

ムによる重力傾斜安

定により姿勢が保たれパネルのアンテナ面は常に地球

方向を向くため能動的姿勢制御が不要であること、定

常的な可動部が無いためロバスト性があること、また

発送電一体型パネルの構成要素である規格化された同

一のモジュールパネルは低コストの製造、試験、品質

保証に寄与することなどが挙げられる。図 4 左に地上

での 大電力 1.6GW、平均電力 1GW 級のベースライ

ン型システムを示す。発送電パネルは約 2.6km×2.4km

で約 10km の複数のテザーによりバス部から吊下げら

れており、厚さ 10cm で 100m 四方のサブパネルから構

成される。  

本ベースラインモデルであると発電量は時間変動

し、太陽電池面を太陽指向制御した場合の 64％の電力

が平均電力として取得できる。  

反射鏡により太陽をトラッキングして発送電パネ

ルに反射させて平均発電量を 95%程度に改善する派生

型の構想についても検討を行った。  

 

3.2. 実用型 SSPS 評価  
3.2.1. 経済性  

 経済性モデルを用いて、発電事業として SSPS を

構築する場合の採算性を評価した。 [15] その結果、

システムの建設費に占める輸送コストの割合が大きく

発電単価の上昇につながることから、SSPS の実用化を

実現するためには輸送コスト（打上げコスト）を現在

  

 
図 3 SSPS 構想図  
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図 6 実用 SSPS 検討内容  

の 1/100 以下に抑えることが必要であり、宇宙機シス

テムの総質量が建設費に直接効くことから総質量の軽

減化が重要であることがわかった。この観点からシス

テムの軽量化に寄与する高効率太陽電池、反射鏡（発

電パターンの均一化）の採用を前提とした派生型案に

ついても評価を行った。（図 5）  

 

3.2.2. その他の評価  
・ライフサイクル CO2 排出量：化石燃料発電に比べて

極めて少なくほぼ原子力発電並みであることが明

らかとなった。  

・制御性評価：本システムでは、重力傾斜安定をベー

スにして復元力を利用した姿勢制御（ロール軸 /ピッ

チ軸）行うことが可能であるが、派生案においては

太陽輻射圧による姿勢変動を能動的に制御するこ

とが必要であることが判明した。 [8] 

・軌道上建設：ランデブードッキング (RVD)、パネル

部の展開・組立、テザー張架など、全般にわたって

実用型 SSPS の建設方法を検討した。検討の結果、

特にパネルを建設時において、姿勢安定が十分では

なく能動制御やパネルの組み立て、展開方法につい

ての更なる検討が必要であることが判明した。 [8] 
 

4. 要素試作 /試験について  
要素試作においては、前述の SSPS の基礎となる送

電用フェーズドアレイパネル試作と評価、電磁環境試

験としてレクテナからの基本波反射高調波輻射の計測、

移動体用小型レクテナの試作と評価を行った。  
 

4.1. AIA#1 
平成 14 年度は、分離した系を連携させるための位

相同期システムの試作を行った。 [4]   
また、SSPS 送電パネルの一形態として、半導体アン

プを用いた小型送電器を適用する場合を想定し、積層

型の高効率アクティブ集積アンテナの試作試験を行っ

た (図 7)。 [4][16]  

AIA＃１概観写真 AIA＃１試験セットアップ図

図7 積層型の高効率アクティブ集積アンテナ

 

4.2. AIA#2 
さらに平成 15 年度には、受電側からのパイロット

信号を受信し、パイロッ

ト信号方向へ RF 電力を

放射するハードウェア方

式のレトロディレクティ

ブ機能を有するアンテナ

試作試験を行った（図 8）。
[9][17]  

 

 

 

4.3. AIA＃１、＃２組み合わせ試験  
平成 16 年度にはこれらの試作要素を組合せて 2 枚

の送電パネルの相互協調動作確認を実施した。 [12] 

試験実施内容 /確認内容は以下の通り。（図 9）  
・ ビーム合成確認：正面方向での合成結果確認。

主局、従局間の距離を変えても影響が無いこと

も確認した。  
・ ビーム制御確認：10 度、20 度方向でのビーム合

成を確認した。  
・ パネル面補正機能確認：2 枚のパネルに角度誤

差が生じたときの補正機能を確認  
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図 5 実用 SSPS の経済性比較  
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図 12 小型無人機に対するエネルギー伝送  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

4.4. 電磁環境試験  
平成 17 年度に電磁環境試験として 2.45GHz 帯と

5.8GHz 帯の電磁放射を対応するレクテナに照射した

ときの基本波の反射と高調波輻射についての試験およ

び評価を行った。  
試験は、レクテナのアンテナ単体特性、整流部を含

むレクテナ単体特性、レクテナアレイ特性の計測を行

った。レクテナ単体の反射特性、高調波放射特性を計

測することで、アレイとしての特性が推定可能である

ことが確認された。 [11] 
 

4.4.1. 2.45GHz 帯  
京都大学生存圏研究所殿が開発／所有の 2.45GHz レ

クテナアレイを利用した計測を実施した。 [18] 
アンテナ素子は八木アンテナで、素子間隔 0.65 波長

で 120 素子のアレイである。  
アレイ試験の場合に、正面方向からの照射に対する

反射輻射が送信アンテナでブロッキングされるため、

下方からの放射を行うなど工夫を行った。  
 

4.4.2. 5.8GHz 帯  
（独）情報通信研究機構（NICT）との共同研究で、 

試験を実施した。アンテナ素子が円形マイクロストリ

ップアンテナで、アレイとして 0.7 波長間隔で 5 素子

のリニアアレイでの試験を実施した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

4.5. 作業用ロボットへのマイクロ波送電に関するス

タディ 
無線エネルギー伝送の応用分野として、移動体に対

するマイクロ波送電の検討を実施した。 [13] 
 

4.5.1. 小型無人機に対する送電  
MAV,UAV という小型無人航空機の災害観測等への応

用が期待されており、研究がなされている。 [19][20]
長時間運用やシステムの活用のためには、特にエネル

ギーの伝送が重要なテーマである。   
現状は、東大でマイクロ波伝送 [21]、近畿大学のレ

ーザ伝送 [22]が検討されている。  
平成 17 年度の検討では、小型無人機の動向から必

要無線送電の電力密度の検討を実施した。翼面積、空

気抵抗、小型無人機の質量等の関係から、必要電力と

電力密度等の検討を実施した。検討結果の一部を図 12
に示す。  
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図 11 5.8GHz 帯試験形態  
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   図 13 開発目標  

 
図 14 レクテナアレイ  

4.5.2. 地上作業用ロボットに対する無線電力検

討  
地上作業用ロボットとして、ローバに対する送電の

検討を行った。この検討においては、実際にロボット

に搭載するレクテナおよび、将来の宇宙での展開を念

頭おいた軽量化を考慮した送電パネルを検討した。た

だし、検討に当たっては電波暗室での試験を前提とし

た、運用に対応するシステムとした。  
（1） 送電パネル検討  

5.8GHz 帯の 2 次元アクティブアレイとして検討を

実施した。（送電出力 200W、64 素子、256mm 角）  
開発に当たっては、

軽量化を目指して、

1 素子あたり出力

４W、単位電力あ

たりの質量 50ｇ
を 目 標 に し た 。 

平成 17 年度は、ブ

レッドボードモデ

ルとハイブリッド

IC モデルによる

基礎設計を行った。平成 18 年度には MMIC 化した小

型軽量パネルを試作する予定である。  
（２）レクテナパネル検討  
 レクテナの検討に当たっては、効率的な受電を目指

した配列、レクテナ素子の接続方法、負荷変動への対

応を考慮した。検討の結果レクテナ素子は 3 角配置と

し、接続は

3 ブロック

にアレイを

分けて、ブ

ロック内並

列 接 続 、 3
ブロックを

直列接続し

た 。（ レ ク

テナ素子：

共平面給電

空洞後置マイクロストリップアンテナ、アレイ 52 素子、

340mm 角、重量 1kg 以下達成）レクテナの効率を 大

限生かすためには、負荷給電制御方法として定電圧制

御方式を利用することが必要である。今回の試作では、

素子の効率は 70%以上達成したが、アレイとしては

43％程度であった。  
（3）今後の課題  
18 年度の課題としては以下の通り。  
ア . 送電系：高誘電率基板への回路移植  
イ . 送電系：高排熱実現  

ウ . 受電系：円偏波対応、レクテナアレイ効率向上  
エ . 負荷変動に対する安定電力供給実現  
オ . 作業用ロボットに対する送電実験（TBD）  
 

5. 太陽光発電利用促進技術調査  
 平成 16 年度 -18 年度においては、本テーマの下に

検討を実施中である。内容は、(1)技術面の検討、(2)
安全面・環境面の検討、(3)経済面の検討、(4)社会面

の検討である。 [10][11] 
 

5.1. 技術面の検討  
平成 16-17 年度の検討では、マイクロ波増幅器、送

電アンテナ、受電アンテナなどに関する技術について

調査し、無線送受電技術の応用として地上無線送受電

システムの検討を行った。地上系の無線送電システム

としては、5.8GHz、距離 1km、受電電力 10kw を前提

にシステム検討を行った。図 15 に検討したシステム案

を示す。平成 16 年度はシステム検討、平成 17 年度は

特にビーム制御の成立性を検討した。  

  図 15 地上無線送受電システム案  
 
平成 18 年度は、地上無線送受電システムに限定し

ないシステム検討を実施する。  
 

5.2. 安全性・環境面の検討  
地上の無線送電から宇宙太陽発電（SSPS）に至るま

で、実現のためには技術的問題のほかにも、無線送電

規模の各段階に応じた解決すべき諸問題（環境影響、

安全性など）がある。こうした諸問題についてこれま

でにもある程度検討されてきてはいるが、 新時点で

の研究動向の把握等を行なうなど、無線送受電システ

ムのアセスメントに向けた調査を実施している。  
 環境問題への対応から無線送電の影響について調査

の必要な生態系（動植物）および地球環境の要素につ

いての洗い出しと検討を実施した。電子機器や航空機

などのマイクロ波に対する電磁環境要求についての調

査も実施した。4.4 項の電磁環境試験は、環境面の検

討の一環として実施した。  
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5.3. 経済面・社会面の検討  
山間部・離島などの離隔地を含む国内の電力供給の

現状を調査するとともに無線送受電システムの適用可

能性とシステムが具備すべき条件などを検討した。ま

た要素技術の将来動向も含めた地上無線送受電システ

ムのコスト概算を行った。  
今後は将来の応用としての SSPS を対象に、要素技

術の将来動向も含めた無線送受電太陽光発電システム

の経済性評価を実施する。このとき、砂漠など地上に

おける大規模太陽光発電利用案との対比において、

SSPS の経済性・事業性について検討する。  
 

6. おわりに  
SSPS は、地上における太陽エネルギー利用と異なり

昼夜や天候に左右されることなく電力の供給が可能で

あること、電力供給時の CO2 の排出はゼロであること

等の極めて優れた特徴を有しており、将来の実用化が

期待されている。  
今後、実用化のためには、各種の課題の認識と対策

を行い、その上で有効性・実現性を地上での検証、更

には宇宙での実証を通じて確認しステップアップして

いく必要がある。また、環境・安全に関するアセスメ

ントも進め、パブリックアクセプタンスを獲得できる

システム構築が必要である。  
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